























































し、上記荷為替手形の支払い 呈示す これに応じ 、Ａが手形代わり金をＣ銀行に対して支払えば、Ｃ銀行は船積書類をＡに引渡す。と同時に、Ｃ銀行は直ち 、これをＤ銀行に対して支払う。この場合は、 れで完結する。 ［別紙図１⑨～⑬］　
船積書類を受け取ったＡは、これをＥに提示して、船積みされた商品を受け取ることができる（買主であって


































































































上代位権の行使として、転売された輸入商品の売買代金債権を差し押さえることができ、このことは債務者であるＡが破産宣告を受けた後に右差押えがされる場合であっても異なるところはないと解するのが相当である。これと同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。原決定に所論の違法 く、論旨は採用する ができない。 」　
本決定の最高裁調査官解説によると、本件事案は、次のような点を指摘できるとしている すなわち、 ［１］特定







るかによって、見解が多岐に分かれている。担保権的構成を採 学説も、大きく分け 、①一応 の所有権が
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ものの、輸入取引においては、輸入業者から委託を受けた海貨業者によって輸入商品の受領等が行われ、輸入業者が目的物を直接占有する なく転売を行うことは、一般的であったというのであり、ＹとＸとの間においては、このような輸入取引の実情の下、Ｘが 信用状の発行によって補償債務を負担することとされる商品について担保権 設定を受けるに当たり、Ｙに対し当該商品 貸渡しを行い、その受領、通関手続、運搬及び処分等の権限を与える旨 合意がされている。一方、Ｙの海貨業者に対する本件商品の受領等に関する委託も、本件商品の輸入につき信用状が発行され、同信用状を発行した金融機関 譲渡担保権者として本件商品の引渡しを占有改定の方法により受けることとされていることを当然の前提とするものであったといえる。そして、海貨業者は、上記の委託に基づいて本件商品を受領するなどしたものである。　
以上の事実関係の下においては、本件商品の輸入について信用状を発行した銀行であるＸは、Ｙから占有改定の





















定者が、その権利を本人に譲渡すると同時にその譲渡したる権利に伝来する乙権利を本人より取得し、その権利のためにする直接占有者となり、本人は同一物につき返還請求権に基づきて甲権利のためにする間接占有権を取得する場合を指 ものとする」 述べ 改定 につき「直接占有者」という表現を用いてい 。しかし、同判決の事案は、改定者が直接占有をしている事案であって、間接占有者が占有改定をすることができるかどう が問題となったものではなかった。　
他方、最決平成二九年は、上記で説明したように、外国 の輸入取引の中において日常的に、海運貨物取扱業者












支払われた時点で、当該商品の所有権を輸出業者Ｂから取得しているはずであり、船会社Ｅを直接占有者としてＣ銀行に譲渡担保権を設定している（あるいは、当該商品の所有権を取得する前から、Ｅを直接占有者としてＣ銀行に譲渡担保権を設定している、とも考えられる） 。いずれにしても、このような物の流れ、及び慣習等を考えれば、間接占有者からの指図により占有移転 合理性があり これを否定すべき理由はないと思われる。　
実際、
国内取引においても、商社が買主に商品を売る場合には、メーカーあるいはメーカーが契約した倉庫から、







みや慣習が築き上げられており、そ ため、現在 関係当事者すべてが、そ 仕組みや慣習を知っているだけでなく、これらに従って処理さ るべきものであ という認識を持って行動している。外国為替・輸入取引は日々大量
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に行われているが、本件両事案は、そのような仕組み・慣習を前提として、動産の譲渡担保権が行使されている。したがって、事例判決とは言いながら 同種事例が日々大量に行われているものである。　
最高裁が両事案を事例判決としたのは、このような取扱いが動産の譲渡担保権すべてに言い切れるかどうかは、
まだまだ様々な事例を見てみないと判断できないと考えたのだと推測されるが、関係当事者がその仕組みを妥当なものと考え、それに従って行動して るのであれば、他の分野に本件理論を広げても差し支えないと考える。今後の検討課題としたい。
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